就　業　規　則

（有期雇用 派遣用）
DO  ONE’S－B株式会社

第１章　　総　　　　則
第1条　（目的）

この就業規則（以下「規則」という）は、DO ONE’S－B株式会社（以下「会社」という）の派遣社員の就業に関する基本的事項を定めることを目的とする。
2　 この規則およびこれに付属する諸規程等に定めのない事項については、労働基準法、
　労働者派遣法その他法令の定めるところによる。

第2条　（規則の遵守）
　　　　会社および派遣社員は、この規則を尊重して、相ともに協力し、社業の発展に努めなければならない。

第3条　（派遣社員の定義）

　　　　この規則で派遣社員とは、会社と有期雇用契約を締結し、会社の指示により他の企業等に派遣され当該企業等の指揮命令を受けて就業する者をいう。　　　
第4条　（適用範囲）

　　　　この規則は派遣社員（有期雇用）に適用する。
　　　　
第２章　　人　　　　事

第5条　（採用）

　　　　会社は、希望する者の中から所定の選考手続きを経て合格した者を派遣社員とし　　　　　　　　　　て採用する。

第6条　（採用者提出書類）

　　　　第5条により、新たに派遣社員として採用された者は採用後10日以内に、つぎの書類を届出なければならない。

①　個人番号カード、通知カードまたは個人番号が記載された住民票の写し

②　雇用通知書（会社指定のもの）
③　確認書及び誓約書（会社指定のもの）
④　秘密保持に関する誓約書（会社指定のもの）
⑤　前職のあった者については、厚生年金手帳および雇用保険被保険者証
⑥　入社年に給与所得のあった者については源泉徴収票
⑦　その他会社が必要とする書類

　　2　前項で取得する個人番号の利用目的は、次のとおりとする。

　　　①　給与所得・退職所得の源泉徴収票に関する事務

　　　②　住民税に関する事務

　　　③　雇用保険法に案する事務

　　　④　健康保険法・厚生年金保険法に関する事務
　　　⑤　国民年金法の第3号被保険者に関する事務

第7条　（記載事項異動届）

　　　　派遣社員は、前条に定める提出書類の記載事項に変更が生じた場合は、遅滞なく会社に届出なければならない。

第8条　（派遣社員の雇用管理）

会社は、派遣社員の雇用に際して、派遣社員であることを明示するほか、雇用通知書、就業条件明示書を交付することによりその者の就業条件等を明示し雇い入れるものとする。
　　2　派遣社員は、会社が指示した事業所で、派遣先の指揮命令者の指示によって業務に従事するものとし、正当な理由なくこれを拒んではならない。

　　3　雇用契約期間は3ヶ月間から1年間とする。

　　4　第3項の雇用契約期間は、会社が次の基準に基づき必要と判断した場合に、派遣社員に事前に通知し、派遣社員の同意を得た上で更新することがある。ただし自動更新はしない。
　　　①派遣先との契約更新の有無
　　　②派遣業務の内容または契約の条件変更の有無
　　　③契約期間中の勤務成績、態度または勤怠状況
　　　④業務遂行能力、または業務効率性
　　　⑤派遣業務の進捗状況
　　　⑥派遣業務量の変更の有無
　　　⑦派遣人員数の変更の有無
　　　⑧会社及び派遣先が徴求する勤怠その他各種帳票類の提出状況
　　　⑨この規則を含む会社規定の遵守状況
　　　⑩その他上記各号に準じる状況の有無

　　5　派遣社員と会社との雇用契約は期間を定めた契約であり、前項の会社からの通知が派遣社員へ行われない限り、派遣社員と会社との雇用契約（更新した場合は更新後の雇用契約）の期間が終了した日をもって、派遣社員と会社との間の雇用関係は期間満了により終了する。ただし、期間の定めのある契約を3回以上更新したまたは雇入れからの期間が1年を超えた派遣社員について、期間満了により労働契約を終了させる場合には、終了させる30日以上前にその旨を予告するものとする。
6　会社は、派遣社員の雇用に際して、派遣先での就業における適正な就業条件の確保等を図るため、派遣元責任者を選任する等必要な措置を講ずる。
7　会社は、雇用している派遣社員について、必要な教育訓練等を実施する。また労働者派遣法に基づく段階的かつ体系的な教育訓練として会社が指定した教育訓練の実施時間は、労働時間とし所定の賃金を支払う。
8　労働者派遣契約が終了時に雇用契約が存続している派遣社員については、労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇しない。

9　労働者派遣が終了した場合、会社は、派遣先への直接雇用の依頼、新たな派遣先の提供、その他の雇用の継続が図られると認められる措置を講ずる。有期雇用派遣社員については、当該事業での派遣社員以外としての無期雇用への転換を含む。

10　有期雇用派遣社員が雇用契約期間内に労働者派遣契約が終了した場合次の派遣先が見つけられない等、使用者の責に帰すべき事由により休業させた場合には、労働基準法第26条に基づく手当を支払うものとする。
11　会社は、派遣社員として雇用した者以外の者を労働者派遣の対象としようとするときは、予め本人の同意を得るものとする。

第9条　（休職）

派遣社員が、つぎの各号の一に該当する場合には、休職を命ずる。
1 業務外の傷病により欠勤が引続き１ヶ月におよんだとき
	勤　続　年　数
	休　職　期　間

	3年未満
	1ヶ月

	3年以上
	3ヶ月


　　

2 その他特別の事情があり、会社が休職を相当と認めたとき

　　　　　．．．．．．．．．．．．その都度会社が定める

2　前項各号の事由により欠勤していた者が出勤し、再び同一または類似の事由により欠　　

　　　勤した場合、その間の出勤が１ヶ月に満たないときは、その前後の欠勤は連続するもの

　　　とする。

　　3　業務外の傷病による休職の場合、休職期間満了時までに主治医による復職可能の判断が記された診断書を会社に提出しなければならない。会社は、派遣社員の同意を得て、主治医に直接面談することがある。派遣社員は正当な理由なくこれを拒むことは出来ない。
　　4　前条の定めにかかわらず、会社が必要と認める場合は期間を延長することがある。

第10条　（休職期間中の給与）

　　　　休職期間中の給与は原則として支給しない。　　
第11条　（復職）

　　　　休職事由が消滅したと会社が認めた場合または休職期間が満了した場合には、復職を命ずる。その場合、原則として休職前の職務に復帰させる。

　　2　休職前の職務に復帰させることが困難である場合、または不適当である場合は、他の職務に就かせるか、もしくは復職を認めないことがある。
第12条　（退職）

　　　　派遣社員がつぎの各号の一に該当した場合は退職とし、派遣社員としての身分を失う。

①　死亡したとき
②　本人から退職の申し出があり、所定の手続を完了したとき
③　雇用契約期間が満了したとき
④　正当な理由無く、無断欠勤が14日以上続き、再三の出勤の督促にも応じないとき

⑤　第9条に定める休職期間が満了しても復職できないとき
⑥　第14条の解雇のとき
⑦　懲戒解雇のとき

第13条　（自己都合退職の手続）
　　　　派遣社員が自己の都合で退職しようとする場合は、退職願を少なくとも退職希望日の1ヶ月前までに提出し、会社の指示があるまで従前の勤務を誠実に継続し、また引継、申し送りを行わなければならない。
　　2　退職の届出は、前項にかかわらず、会社および同僚への配慮を念頭におき、なるべく早く、相談等の申し出をすること。
第14条　（解雇）
　　　　会社は、派遣社員が次の各号の一に該当する場合には解雇する。
1 精神または身体の障害により業務に耐えられないとき

　　　②　勤怠不良で改善の見込がないと認めたとき
③　職務遂行能力または能率が著しく劣り、上達の見込がないとき
④　業務の円滑な遂行に非協力的なとき

⑤　業務量の著しい減少等会社の経営上の都合によりやむを得ない理由のあるとき
　　　⑦　刑事事件に関し、派遣社員として不適当と認められるとき
　　　⑧　業務上の傷病により、職場復帰できない場合で、療養開始後3年を経過した日にお
　　　　　いて、傷病補償年金を受けているとき、または同日後において傷病補償年金を受け　

　　　　　ることになったとき
　　　⑨　規律違反、職務怠慢等の理由で制裁を受けたのちも改善あるいは改悛のあとが見られないとき
　　　⑩　第52条に定める懲戒解雇の基準に該当したとき
　　　⑪　天災事変その他の事由により、事業の継続が不可能となったとき
　　　⑫　その他前各号に準ずる事業が生じ、派遣社員として勤務させることが不適当と認めたとき

第15条　（解雇予告および解雇予告手当）
　　　　前条により解雇する場合は、つぎの各号の一に該当する者を除き、会社は少なくとも30日以前に予告するか、または解雇予告手当を支払う。ただし、行政官庁の認定を受けたときはこの限りではない。
1 日々雇用する者

2 2ヶ月以内の期間を定めて雇用する者

3 試用期間中の者で14日以内のとき

第16条　（解雇の制限）
　　　　派遣社員がつぎの各号の一に該当する場合は、その期間は解雇しない。

1 業務上負傷しまたは疾病にかかり、休業している期間およびその30日間。ただ

し、療養の開始後3年を経過した日において傷病補償年金を受けているときは、

この限りでない。また同日後においてその支給決定を受けたときも同様とする。

2 産前産後の女子派遣社員の休暇中およびその後30日間。

2 天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合で、行政
官庁の認定を受けた場合は前項のさだめは適用しない。

第17条　（退職・解雇者の業務引継）

　　　　派遣社員が退職しまたは解雇されたときは、会社が指定した者に完全に業務の引継ぎをしなければならない。

第18条　（貸与品・債務の返済など）

派遣社員が退職し又は解雇された場合は、会社からの貸与品は直ちに返納し、会社に債務のある場合は、退職または解雇の日までに完済しなければならない。

2 社宅もしくは寮などに居住する者は、退職または解雇された日から2週間以内に明渡

しをしなければならい。

第19条　（退職後の義務）

　　　　退職または解雇された者は、その在職中に行った自己の債務に属すべき職務に対する

　　　責任は免れない。

2 退職または解雇された者は、在職中に知り得た機密を他に洩らしてはならない。
第3章　　勤　　　　務
第20条　（勤務時間）

　　　　派遣社員の始業時刻、終業時刻は派遣先における就業条件その他を勘案し、個別に雇用通知書において示すものとする。ただし、1日の勤務時間は8時間、1週の勤務時間は40時間を超えない範囲で定めるものとする。

2　休憩時間は、実働時間が6時間を超え8時間以内の勤務については少なくとも45分、実働時間が8時間を超える勤務については少なくとも60分を勤務時間の途中に与える。なお、この休憩時間は個別に雇用通知書において示すものとする。
3　会社は毎月1日を起算日とする1ヶ月単位の変形労働時間制を適用する。この場合、1ヵ月間を平均して1週間の所定労働時間は40時間以内となるよう勤務時間と休憩時間を定める。尚、派遣先の制度その他の事情を勘案して毎年4月1日を起算日とする1年単位の変形労働時間制を適用する場合もある。この場合は1年間を平均して1週間の所定労働時間は40時間以内となるよう勤務時間と休憩時間を定める。
4　各日・各週の所定労働時間、始業・就業の時刻は、シフト表等によって決定し、前月の末日までに通知する。
5　業務の都合により、事前に派遣社員へ通知し、前項の就業時間を繰り上げ、または繰り下げて変更する場合がある。

第21条　（休憩時間の自由利用）
　　　　派遣社員は、休憩時間を自由に利用することができる。ただし、休憩時間中に遠方に外出する場合は、派遣元責任者及び派遣先責任者に届出るものとする。
2 食事は休憩時間内にとらなければならない。

第22条　（出張者の勤務時間）

　　　　派遣社員が出張その他の用務を帯びて外出し、勤務時間の算定をし難い場合には、通常の勤務時間を勤務したものとみなす。

　　　
第23条　（休日）

派遣社員の休日は個別に雇用通知書において示すものとする。
第24条　（休日の振替）

　　　　前条の休日は、業務上臨時の必要がある場合は、全部または一部の者について、他の日に振り替えることがある。

2　休日を振り替える場合は、あらかじめ振り替える休日を指定する。ただし、休日は１　　　　　　　ヶ月間を通じ4日を下廻ることはない。
第25条　（時間外・休日勤務）

　　　　会社は、業務の都合により必要ある場合は、時間外または休日に勤務させることがある。
　　2　前項の時間外勤務ならびに休日勤務は、社員の過半数を代表する者との「時間外労働及び休日労働協定」の範囲内とする。ただし、災害その他避けられない事由によって臨時に必要ある場合は、所轄労働基準監督署長の許可を受け、または事後届け出により時間外勤務または休日勤務をさせることがある。
3 時間外または休日勤務を命ぜられた者は、正当な理由なく拒むことはできない。

第26条　（年少者の時間外および休日勤務）

　　　　前条の規定は、満18歳未満の者には適用しない。
第27条　（育児や家族の介護を行う者の深夜業の制限）

　　　　小学校の始期に達するまでの子を養育する派遣社員が、その子を養育するために請求した場合、または要介護状態にある家族を介護する派遣社員が、その対象家族を介護するために請求した場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後10時から午前5時までの間（以下「深夜」という）に労働させることはない。
　　2　前項の規定に係わらず、次の派遣社員は深夜業の制限を請求することができない。

1 日々雇用する者

2 引き続き雇用された期間が1年に満たない者

3 請求にかかる子、または対象家族の16歳以上の同居の家族が次のいずれにも該当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　する者

1) 深夜において就業していない（1ヶ月について3日以下の場合を含む）こと

2) 負傷、傷病等により子の保育、または対象家族の介護が困難でないこと

3) 6週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産予定でなく、または産後8週　　間以内でないこと

4 週所定労働日数が2日以下の者

5 所定労働日数の全部が深夜にある者
　　　3　深夜業の制限を請求しようとする者は、1回につき1ヶ月以上6ヵ月以内の期間について、開始の日および終了の日を明らかにして、原則として開始日の1ヶ月前までに会社に申し出なければならない。

　　4　前項の請求は、何回もすることが出来る。

第28条　（育児や家族の介護を行う者の時間外労働の制限）

　　　　小学校の始期に達するまでの子を養育する派遣社員が、その子を養育するために請求した場合、または要介護状態にある家族を介護する派遣社員が、その対象家族を介護するために請求した場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、1ヶ月当たり24時間、1年当たり150時間を超える時間外労働をさせることはない。

　　2　前項の規定に係わらず、次の派遣社員は深夜業の制限を請求することができない。

1 日々雇用する者

2 引き続き雇用された期間が1年に満たない者

3 週所定労働日数が2日以下の者

　　3　時間外労働の制限を請求しようとする者は、1回につき1ヶ月以上1年以内の期間について、開始の日および終了の日を明らかにして、原則として開始日の1ヶ月前までに会社に申し出なければならない。

　　4　前項の請求は、何回もすることが出来る。

第29条　（年次有給休暇）

　　　　会社は、派遣社員に対し、次に掲げる表の上欄の勤務年数に応じ、それぞれ下欄に掲げる日数の年次有給休暇を与える。また、前年1年間（初回付与時は半年間）の全労働日の8割以上を出勤しなかった場合にはこの限りでない。

　　　（1）一般の労働者

	勤続勤務年数
	0.5年
	1.5年
	2.5年
	3.5年
	4.5年
	5.5年
	6.5年以上

	付与日数
	10日
	11日
	12日
	14日
	16日
	18日
	20日


　　　（2）週所定労働時間が30時間未満の労働者

　　　　　①週所定労働日数が4日または１年間の所定労働日数が169日から216日までの者

	勤続勤務年数
	0.5年
	1.5年
	2.5年
	3.5年
	4.5年
	5.5年
	6.5年以上

	付与日数
	7日
	8日
	9日
	10日
	12日
	13日
	15日


　②週所定労働日数が3日または１年間の所定労働日数が121日から168日までの者

	勤続勤務年数
	0.5年
	1.5年
	2.5年
	3.5年
	4.5年
	5.5年
	6.5年以上

	付与日数
	5日
	6日
	6日
	8日
	9日
	10日
	11日


　　　　　③週所定労働日数が2日または１年間の所定労働日数が73日から120日までの者

	勤続勤務年数
	0.5年
	1.5年
	2.5年
	3.5年
	4.5年
	5.5年
	6.5年以上

	付与日数
	3日
	4日
	4日
	5日
	6日
	6日
	7日


　　　　　④週所定労働日数が1日または１年間の所定労働日数が48日から72日までの者

	勤続勤務年数
	0.5年
	1.5年
	2.5年
	3.5年
	4.5年以上

	付与日数
	1日
	2日
	2日
	2日
	3日


　　2　年次有給休暇は、本人の請求のあった場合に与える。ただし、会社は事業の正常な
　　　運営上やむを得ない場合は、その時季を変更させることがある。

3　年次有給休暇を請求しようとする者は、所定の手続により少なくとも7日前までに

　　　派遣元責任者および派遣先責任者に願い出るものとする。

　　4　前項の規定にかかわらず、社員の過半数を代表する者との書面協定により各社員の有する年次有給休暇のうち5日を超える日数についてあらかじめ期日を指定して与えることがある。

　　5　当該年度の年次有給休暇の全部または一部を消化しなかった場合、その残日数は翌

　　　年度に限り繰り越すことができる。

　　6　年次有給休暇については、通常の給与を支給する。
第30条　（出勤率の計算）

　　　　前条の年次有給休暇付与の基礎となる各勤続期間における出勤率が8割に満たない派遣社員に対しては、当該期間に対する年次有給休暇を付与しない。

　　2　前項の出勤率の算定にあたり、次の各号に掲げる期間は、これを出勤とみなす。

1 業務上の傷病による休業期間

2 育児休業法に基づく育児休業期間

3 介護休業法に基づく介護休業期間

4 産前産後の休業期間

5 年次有給休暇の期間

6 第31条の特別休暇の期間

第31条　（特別休暇）

　　　　会社は派遣社員がつぎの各号の一に該当するときは、その者の申し出によりつぎの日数の休暇を与える。①～⑤号の休暇については通常の給与を支給し、⑥～⑧号の休暇は無給とする。

1 本人が結婚する時．．．．．．．4日以内
2 妻が出産する時　．．．．．．．2日以内

3 配偶者、子（養子を含む）、実父母（養継父母を含む）が死亡した時．．．．．．．5日　以内

4 祖父母、配偶者の父母、本人の兄弟姉妹が死亡した時．．．．．．．3日以内

5 伯（叔）父（母）、配偶者の兄弟姉妹が死亡した時．．．．．．．2日以内

6 女子派遣社員が出産する時

　　　イ.産前．．．．．．．6週間以内に出産する予定の女子が請求した期間
（多胎の場合は14週間以内）

　　　ロ.産後．．．．．．．産後8週間（医師の証明ある時は6週間経過後就労可）

7 女子派遣社員の生理日の就業が著しく困難なとき．．．．．．．必要日数

8 その他前各号に準じ会社が必要と認めた時．．．．．．．必要と認めた期間　　　　
第32条　（業務上の傷病休暇）

　　　　派遣社員が業務上負傷し、または疾病にかかった場合は、医師の必要と認める期間中休暇を与える。

2 休暇をあたえる期間は3年を経過し、労災保険法による傷病補償年金を受給するまで　

　の期間とする。
3 休暇中に対する給与は支給せず労災保険法の休業補償給付による。ただし、最初の3

　日間は平均賃金の6割を支給する。

第33条　（休暇の手続）

　　　　派遣社員が特別休暇を受けようとする場合は、所定様式によってその事由と予定日数あるいは時間を記入のうえ、特別休暇願を申し出なければならない。ただし、緊急時で所定の手続きができない場合は、電話その他の方法によって連絡し、事後速やかに届出て、派遣元責任者および派遣先責任者の承認を得なければならない。
第34条　（公民権行使の時間）

　　　　派遣社員が勤務時間中に選挙権の行使、その他公民として権利を行使するため、あらかじめ申し出た場合は、それに必要な時間を与える。ただし、その時間に対する給与については、これを支給するものとする。
2 前項の申し出があった場合に、権利の行使を妨げない限度においてその時刻を変更す

　ることがある。
第35条　（育児時間）

　　　　生後1年未満の生児を育てる女子派遣社員から請求があったときは、休憩時間のほか1日について2回、1回について30分の育児時間を与える。ただし、その時間に対する給与は支給しない。

第36条　（母性健康管理）

　　　　妊娠中または出産後1年を経過しない女性派遣社員は、母子保健法に定める保健指

導または健康診査を受診するための時間ならびに医師等の指導を遵守するための勤務時

間の短縮その他の必要な措置を請求することができる。

2 前項の時間および短縮した時間に対する賃金は、無給とする。

第37条　（育児休業制度）

　　　　育児休業をすることを希望する派遣社員であって、1歳に満たない子と同居し、これを養育する者には、別に定める育児休業規程により育児休業を与える。

第38条　（介護休業制度）

　　　　介護休業をすることを希望する派遣社員であって、要介護状態にある家族と同居し、これを介護する者には、別に定める介護休業規程により介護休業を与える。
第41条　（出退社）

　　　　派遣社員は、勤務した日につき派遣先において所定の用紙に出勤および勤務時間の確認を受け、所定の期日までに会社へ提出しなければならない。

　　

第39条　（遅刻・早退・私用外出）

　　　　派遣社員がやむをえない事由で、遅刻、早退ならびに私用外出する場合は、あらかじめ派遣元責任者および派遣先責任者に届出て承認をうけなければならない。ただし、事前に承認をうけることができない場合は、遅滞なく電話等でその承認をうけなければならない。
　　2　私用のため、勤務時間中に外出しようとする者は、あらかじめ派遣元責任者および派遣先責任者の承認を受けなければならない。

第40条　（欠勤）

　　　　派遣社員が病気その他やむをえない事由により欠勤する場合は、前もってその事由と予定日数を所定の様式により事前に届出なければならない。ただし、事前に届出る余裕のない緊急の場合には、電話その他で連絡し、事後遅滞なく届出なければならない。

　　2　傷病欠勤が3日以上におよぶ場合は、医師の診断書を添えねばならない。

3 第1項の手続きが正当な理由なくおこなわれないものについては、無断欠勤として取

扱う。

第41条　（入場禁止および退場）

派遣社員がつぎの各号の一に該当する場合は、入場を禁止、あるいは退場を命ずることがある。

1 職場内の風紀、秩序を乱すと認められる者。

2 凶器その他業務に必要のない危険物を携帯する者。
3 精神病伝染病の疾病または就業のため疾病の悪化するおそれのある疾病にかかり、

就業に適しないと認められる者および安全衛生上有害と認められる者。
4 業務を妨害し、またはそのおそれのある者。
5 出勤停止の処分を受けている者。
第42条　（直行・直帰）
　　　　派遣社員が出張により、直行または直帰する場合は、事前に派遣元責任者および派遣先責任者の承認をうけなければならない。ただし、緊急の場合で事前に承認をうける余裕のない場合は、電話等で連絡し届出なければならない。
第43条　（面会）
　　　　派遣社員は、勤務時間中に、私用外来者と面会してはならない。ただし、派遣元責任者および派遣先責任者の許可を受けた時はこの限りでない。

第4章　　給　　与　　等
第44条　（給与）

　　　　派遣社員に対する給与の決定、計算及び支払いの方法、締切及び支払いの時期並びに昇給に関する事項、賞与に関する事項、退職金に関する事項は、別に定める「賃金規程」のさだめるところによる。

第5章　　服　　務　　規　　律
第45条　（服務）

　派遣社員は、本規則および派遣就業に際して会社が予め明示する派遣先における就業条件に従い、勤務しなければならない。
2　派遣社員は、派遣就業に際しては会社の指揮命令に従うほか、派遣先の指揮命令に従わなければならない。ただし、派遣先の指揮命令が派遣先における就業条件として会社が予め明示した内容に反する場合はこの限りでない。
3　派遣社員は派遣先における就業条件に関わる指揮命令が会社が予め明示した条件と異なるときは、派遣先責任者または直接の指揮命令者に対して苦情を申し出ることが出来る。申し出た苦情につき適切な処置が講じられないときは、遅滞無く派遣元責任者に連絡しなければならない。

4　派遣社員は派遣先において望まない性的な言動により、不利益や不快感を与えられたり、就業環境を害されたりした場合（セクシュアルハラスメント）や、派遣先において職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景にした、業務の適正な範囲を超える言動により、精神的・身体的な苦痛を与えられたり、就業環境を害されたりした場合（パワーハラスメント）、育児休業等の取得等を理由とする不利益な取扱いや妊娠・出産、育児休業、介護休業等を理由とする嫌がらせを受けた場合（マタニティーハラスメント・パタニティーハラスメント）は、派遣元責任者に対し苦情を申し出ることが出来る。派遣元責任者は、申し出た苦情につき適切な処置が講じられるよう、派遣先責任者に要請していくものとする。また、派遣社員は苦情を申し出たことを理由として不利益な取扱いを受けることはない。
第46条　（服務の心得）
　　　　派遣社員は就業に関しつぎの各号の事項を守らなければならない。
1 会社または派遣先の指示に従い、職場の秩序維持または施設利用上の遵守事項を尊重すること。
2 会社または派遣先の機密等をもらさないこと。
3 会社または派遣先の信用または名誉を傷つけないこと。

4 勤務場所または会社施設内において、業務以外の行為をしないこと。

5 勤務に関し立ち入る必要のない場所に許可無く出入しないこと。

6 会社または派遣先が実施する健康診断その他の安全および衛生に関する措置に従い、災害予防等のための指示命令を遵守すること。

7 相手方の望まない性的な言動により、他の労働者に不利益や不快感を与えられたり、就業環境を害すると判断される行為をしないこと（セクシュアルハラスメントの禁止）。

8 職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景にした、業務の適正な範囲を超える言動により、精神的・身体的な苦痛を与えたり、就業環境を害すると判断される行為をしないこと（パワーハラスメントの禁止）。
9 妊娠・出産、育児休業、介護休業等についての制度の申出・利用に関して、当該申出・利用する他の労働者の就業環境を害すると判断される行為をしないこと（マタニティーハラスメント・パタニティーハラスメントの禁止）。

10 その他の各種ハラスメント行為をしないこと。

11 前各号の他、派遣社員の遵守すべき事項として明示されたことに従うこと。

第47条　（情報管理）
　　　　派遣社員は派遣先の社内情報（顧客情報・販売施策情報・システム情報・新規事業情報・経営資源情報その他事業を運営していく上で必要なすべての情報をいう。以下同じ）を業務以外の目的に使用したり、許可無く社外に持ち出したり、第三者（配偶者・両親・親戚等の血縁者および友人・知人を含む。以下同じ。）に開示・提供してはならない。なお、退職後も同様の行為を行ってはならない。

　　2　派遣社員は派遣先の社内情報を不正に改ざんしてはならない。

　　3　派遣社員は派遣先の社内ネットワークの安全性を損なう恐れのある次の行為を行ってはならない。

1 許可のない社外との電子メールの使用。

2 許可のないインターネットの閲覧。

3 社内ネットワークに接続するために必要な情報を第三者にもらすこと。

第48条　（個人情報および特定個人情報の保護）

　　　　派遣社員は、会社および取引先等に関する情報の管理に十分注意を払うとともに、自らの業務に関係のない個人情報および特定個人情報を不当に取得してはならない。

　　2　派遣社員は、職務上知り得た個人情報および特定個人情報を、職務の範囲を超えて、社内外を問わず他人に提供あるいは利用させてはならない。

　　3　派遣社員は行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、個人情報保護法やその政令・省令・ガイドラインで定められた規定に従い、適正に個人情報および特定個人情報を取り扱うものとする。

　　4　個人番号および特定個人情報等の取扱いは、別途定める「特定個人情報取扱規程」を遵守するものとする。

第6章　　表　彰　および　懲　戒
第49条　（表彰）
　　　　派遣社員がつぎの各号の一に該当する場合は、審査または選考のうえ表彰を行う。
1 品行方正、業務優秀、職務に熱心で他の模範となる場合

2 業務上有効な発明、改良、工夫を考案した場合

3 災害を未然に防止し、または災害の際とくに功労のあった場合

4 社会的に功績があり、会社または派遣社員の名誉となる行為のあった場合
5 人命救助、防犯等で功績があった場合

6 その他とくに表彰に値する行為のあった場合

第50条　（表彰の方法）
　　　　前条の表彰は賞状を授与し、その程度により、次の各号を併せ行うことがある。
1 賞品授与
2 賞金授与

第51条　（懲戒）
派遣社員がつぎの各号の一に該当する場合は、会社は次条により懲戒を行う。
1 正当な理由が無く、または理由を偽って、遅刻、早退、職場離脱、欠勤するなど勤務状況が著しく悪いとき。

2 故意または過失により会社または派遣先に損害を与えたとき。

3 会社または派遣先の管理する顧客・従業員等の特定顧客情報等を故意または重大な過失により、漏えい・流出させたとき。

4 会社または派遣先の機器、物品、情報等を不正に使用し、または偽造、改ざんしたとき。

5 職務上の地位を利用し、自己または第三者の利益をはかる目的を持って、金品の貸与等の利益授受、またはその仲介を行ったとき。

6 会社の承認無く、会社または派遣先、および取引先との間において、個人としての立場で金銭の貸借、保証行為を行ったとき。ただし金融機関との正常な取引は除く。
7 会社の経営方針、営業目的に反する行為により、業務を妨げたとき。
8 会社または派遣先の管理する施設内において、許可なく、政治、宗教等の業務外の活動、その他施設の目的に反する行動を行ったとき。

9 会社または派遣先、および取引先に関する事実を歪曲して流布し、その名誉または信用を傷つけたとき、あるいはこれにより会社または派遣先の秩序を乱したとき。

10 自己の経歴を偽り、または詐術を用いて雇い入れられたとき。

11 セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント、マタニティーハラスメント・パタニティーハラスメント等の各種ハラスメント行為を行ったとき。

12 正当な理由無く、会社または派遣先の指揮命令に従わないとき。

13 刑事法規に触れる行為のあったとき。

14 本規則または雇用契約の定めに違反したとき。

15 その他前各号に準ずる不都合な行為のあったとき。

　　2　他の社員に前項各号のいずれかに該当する行為を行わせた者については、行為者と同様に懲戒する。

第52条　（懲戒の種類および程度）

　　　①　譴責　　　　始末書をとり、将来を戒める。
　　　②　減給　　　　始末書をとり、将来を戒め、かつ１回につき平均賃金の１日分の2分　

　　　　　　　　　　　の1の額とする。ただし、総額が当該支払期間の総額の10分1を超

えない範囲内とする。
　　　③　出勤停止　　始末書をとり、将来を戒め、15日以内の出勤を停止し、その期間中

の給与の一部または全部を支給しない。
　　　④　昇給停止　　始末書をとり、次回の昇給をなしとする。

　　　⑤　降格　　　　始末書をとり、役付を免じ、もしくは引き下げる。

　　　⑥　諭旨解雇　　退職届を提出するよう勧告する。これに従わない場合は懲戒解雇とす

る。
　　　⑦　懲戒解雇　　予告期間を設けることなく即時解雇する。この場合、行政官庁の承認

を受けた場合は第15条の解雇予告手当を支給しない。なお、退職金

については原則として支給しない。ただし、情状によって減額して支

給することがある。

第53条　（管理監督者責任）

　　　　管理監督下にある派遣社員が懲戒に該当する行為があった場合は、当該管理監督者は、監督責任上懲戒をうけることがある。ただし、管理監督者がこれを防止する方法を講じていた場合においては、情状により懲戒を免ずることがある。

第54条　（損害賠償）

　　　　派遣社員が、故意または重大な過失によって、会社または派遣先に損害をあたえた場合は、その全部または一部を賠償させることがある。ただし、これによって第60条の懲戒を免れるものではない。退職後にその損害が発覚したときも同様とする。
第7章　　安　　全　　衛　　生
第55条　（安全および衛生）
　　　　会社は派遣社員の安全および衛生のため、積極的な措置を講ずるものとし、派遣社員は常に安全および衛生に関する法律および通達、指示を厳守し、その予防に留意しなければならない。
第56条　（健康診断）

　　　　派遣社員に対し、採用の際および毎年１回定期に健康診断を行う。ただし、必要ある場合は、全部または一部の者に対し臨時に行うことがある。

　　2　派遣社員は、正当な理由なく、当該健康診断を拒むことはできない。

第57条　（要注意者の措置）

　　　　前条の健康診断の結果、要注意者として診断を受けた者については、時間外および休

　　　日勤務の禁止、遅刻および早退の是認、職種転換もしくは就業禁止の措置を講ずること

がある。

　　2　派遣社員が、伝染病、その他行政官庁の指定伝染病、もしくは就業することが不敵な疾病、または他に悪影響をおよぼすおそれのある疾病にかかった場合は勤務を禁止する。

第8章　　災　　害　　補　　償
第58条　（災害補償）
　　　　派遣社員が業務上負傷し、または疾病にかかり障害または死亡した場合は労災保険法の定めるところにより、つぎの補償給付を受ける。

　　　①　療養補償給付　　　業務上の傷病により必要な治療を受けるときは、療養補償給付を受ける。
　　　②　休業補償給付　　　業務上の傷病により、療養のため休業するときは、休業補償給

　　　　　　　　　　　　　　付を受ける。但し、休業後最初の3日間については平均賃金の

6割を支給する。
　　　③　障害補償給付　　　業務上の傷病が治癒しても、なお身体に障害が残るときは障害

給付を受ける。
　　　④　遺族補償給付　　　業務上の事由により死亡したときは、その遺族は、遺族補償給

付を受ける。

　　　⑤　葬祭料　　　　　　業務上の事由によって死亡したときは、葬祭を行う者は葬祭料

を受ける。
　　　⑥　傷病補償年金　　　業務上の傷病が療養開始後1年6ヶ月またはそれ以降を経過し

たときは傷病補償年金を受ける。

　　2　前項の補償が行われるときは、会社は労働基準法上の補償の義務を免れる。
第59条　（通勤災害）
　　　　派遣社員が所定の通勤途上において、負傷し、または疾病にかかり、障害または死亡したときは、労災保険法の定めるところにより、つぎの給付を受ける。

1 療養給付

2 休業給付

3 障害給付

4 遺族給付

5 葬祭給付

6 傷病年金

2 給付の内容は、前条の補償給付と同一である。

3 通勤途上であるか否かの判定は行政官庁の認定による。
第9章　　無期雇用派遣社員への転換
第60条　（無期雇用派遣社員への転換）
　　　　派遣社員の中から勤務成績、態度、勤怠状況、能力等が一定水準以上で、会社が認める者を無期雇用派遣社員に転換することがある。
　2　有期雇用契約の通算契約期間が5年を超える派遣社員は、本人からの申込みにより、現に締結している有期雇用契約の期間の末日の翌日から、無期雇用派遣社員に転換することができる。
　3　有期労働契約の契約期間満了日とその次の有期労働契約の契約期間の初日との間に、6ヶ月以上の空白期間がある場合は、その空白期間前に満了した有期雇用契約の契約期間は、前項の通算契約期間に算入しない。
　4　第2項の申込みは、原則として派遣社員のその有期雇用契約の期間が満了する1ヶ月前までに行うものとする。
第61条　（転換後の労働条件）
　　　前条に基づき無期雇用派遣社員に転換した者の労働条件は、「無期雇用派遣社員就業規則」が適用されるものとする。
第10章　　教育訓練
第62条　（教育・研修）
会社は、派遣社員に対して、キャリアアップに資する知識を高め、技術の向上を図るため必要な教育・研修を行う。
2　派遣社員は、会社から教育・研修を受講するよう指示された場合には、特段の事由がない限り指示された教育・研修を受けなければならない。
3　１項の教育訓練は、有給かつ無償とし、教育訓練の受講時間は労働時間として扱い、相当の賃金を支払う。
4　１項において「会社」とは、派遣元事業所のみならず派遣先事業所も含めるものとする。
5  キャリアアップに資する教育訓練は、原則として所定労働時間内に実施するものとする。訓練が所定労働時間外に及ぶときは、所定外労働として賃金を支給する。また、会社の休日に行われるときは、あらかじめ他の労働日と振り替える、若しくは休日労働として賃金を支給する。
6　派遣社員が教育訓練を受講するためにかかる交通費については、派遣先との間の交通費より高くなる場合は、差額を支給する。
付　　　　則

この規則は、令和　　2年　　1月　　1日より施行する。
